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高　橋　敏　彦

平成 22 年 3 月号に「入札参加者ゼロの工事の解消を目指します」と題して名古屋国道事務所の不調不落対策
を掲載し，名古屋国道の不調不落の発生確率 51％（入札の 2 回に 1 回は不調不落が発生するというもの）とい
う驚異的な数値に挑戦した。そして，結果は不調不落をゼロにすることができた訳である。控えめに言うと，こ
れは，マイナス状態（不調不落の発生）を，ゼロ状態（不調不落がない）に戻したものと言える。今回のテーマ
は，「官民の対等なパートナーシップ」を全面に進め，ゼロ状態をプラス状態にするための取り組みを報告する。 
キーワード：官民の対等なパートナーシップの形成，不調不落対策，工期遅延

1．「官民の対等なパートナーシップの形成」

「官民の対等なパートナーシップの形成」の言葉は，
私の記憶では，遙か昔から建設業の構造改善で使われ
ていた言葉のように思う。最近では，意味が異なる
が，「官民のパートナーシップ」という言葉が，PFI

（Private Finance Initiative）や PPP（Public-Private 
Partnership）でよく使われる。

22 年 3 月号に示した不調不落対策において，「官民
の対等なパートナーシップの形成」は重要な部分を占
めている。今回の取り組みは，まさにこの「官民の対
等なパートナーシップの形成」を前面に押し出して官
民が話し合い，官民にかかる問題点をあぶりだすこと
が目的であり，これにより，低廉かつ良質な社会資本
の提供に資するものと考える。

2．「官民対等」の現実

そもそも，官（発注者）と民（受注者）は対等であ
ることとされている。しかし，現実を見ると対等であ
ると声高らかに言うことを憚ってしまうのではない
か。

例えば，交差点協議が当初 9 月末に終了する予定で
工事を発注したとしよう。何らかの要因で，協議が長
引き，結果として 10 月末になった場合，当該箇所の
工期が 1 ヶ月影響を受けることになる。これに対し，
通常官が行う対応は，①請負者に頑張ってもらい当初
予定通りの工期で終了する，または，②工事の中断手
続きを取り当初の工期を 1 ヶ月延長して工事を終了す

日本一を目指す名古屋国道の現場力（その 2）
官民の対等なパートナーシップの形成（不調不落対策から，さらなる展開へ）

一般報文

るということであろう。①の対応は，官の問題点を民
に付け替えたことになる。②の対応は，官の問題を民
に押し付けなかったように見えるが，そもそも工期が
1 ヶ月延びるという新たな問題を発生させている。

工期が 1 ヶ月伸びた場合の民の影響は，①現場に事
務所を構えている場合，管理技術者や現場代理人，ア
ルバイト等の賃金及び賃金に対する経費，コピー機な
どのレンタル代，事務所賃貸料等 100 ～ 300 万円の経
費が必要となると建設業者は主張している。一方，工
事の一時中止のガイドラインで支払われる費用は数
十万円止まりであろう。また，②技術者の計画的な配
置ができないなどの問題も生じてくる。管理技術者は
専任である。例えば工期末が 12 月の場合，うまくい
けば1月から始まる工事の受注が可能になる。しかし，
12 月の工期が伸びた場合，1 月からの工事は受注でき
なくなる。この様な問題を解決するため，工期がある
程度伸びても対応可能なよう管理技術者の予定に余裕
を持たせることが考えられるが，これは，技術者の配
置を非効率にすることを意味する。

従って，正しい対応案は，官が自ら行う行為の中で
1 ヶ月工期が短くなるよう対応するか，または，そも
そも協議を 1 ヶ月遅れないで予定通り終了させること
であろう。

3．なぜ協議が遅れるのか

ではなぜ関係機関との協議が，1 ヶ月遅れるのであ
ろう。考えられる理由はいくつか存在する。
①協議を 9 月末に終了するのが無理にもかかわらず，
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平成 23年 6月 28日 名国記者発表資料より
会議目的
　名古屋国道事務所と中部建設青年会議愛知県支部は，低
廉かつ良質な社会資本の提供のためには，発注者と受注者
の一層のパートナーとしての認識が重要であるとの観点か
ら，「官民の対等なパートナーシップ検討会」を設置し，
平成 23 年 6 月 9 日に名古屋国道事務所に於いて第 1 回を
開催した。
　公共事業の発注者と受注者は，対等な立場にあることが
原則である。発注者と受注者は，入札，契約から完成に至
るまで様々な事務手続きや協議を行うことになるが，これ
らの共通認識を高め，課題に対し改善を考えることが，低
廉かつ良質な社会資本の提供に資するものと考える。この

発注担当者が深く考えず設定し，上位のチェックを
すり抜け発注した。

②発注担当者が設定した協議について，9 月末に終了
するという前提が，協議担当者にうまく情報伝達さ
れなかった。

③協議が 9 月末に終了する前提を，協議担当者は十分
知っていたが，自分のペースで協議を進めたため協
議完了が遅れた。

などが考えられる。実際は，これらの複合であろう。
いずれにしても，協議が遅れれば民に影響が出ると

いうことを軽く考えていることに問題がある。民の原
因による工期の延長に対しては厳しい対応を取るにも
かかわらず，自らが原因の場合，工期延長をすれば問
題は解決すると軽く考えているのではないか。これで
は，官民対等とは言えない。

本来，官が原因の工期の延長が発生しないように工
期を設定することが必要であり，仮に遅れが発生した
場合，官の努力で遅れを取り戻す必要がある。「時は
金なり」，この言葉に対する官の意識は薄い。

4．「準備会」の開催

このような発想を改善するためには，徹底的に自ら
を見つめ直すこと，そして，受注者である民の意見を
聞くことが必要である。このため，名国は，「官民の
対等なパートナーシップ形成検討会」の設置を目指
し，平成 23 年 4 ～ 5 月の間，準備会を開催し意見交
換を行うこととした。準備会のメンバー選定は，中部
建設青年会議にお願いし，意欲のある県内の若手経営
者の有志とした。メンバー数は，多くなりすぎると十
分な意思疎通や意見交換の時間が持てないことを考慮
した。そして，本検討会が，必要か否か，機能するか
否か。どのような話題を取り上げるかなど，3 回の意
見交換を行った。

意見交換の中で，指摘された内容で，私が「あるあ
る」と思い，本検討会を行うことを確信した例を幾つ
か紹介しよう。

事例 1

幾つかの同じ構造物の発注を，工期や予算の関係で 2
つ以上に分割し，年度を分けて発注する事例である。
初めに発注した構造物で，不都合が発見され，協議を
行い問題なく工事が終了した。次年度に，別の工事を
発注する場合，前年度に発見された不都合を改善し，
仕様を見直し発注するのが当然と考えるが，残念なが
ら官の発注は，前年度と同じ条件で行われる。すると，

当然，同じ不都合が発生し，協議や書類作成を行うこ
とになる。受注者から見れば，全く無駄な協議を強い
られることになる。

事例 2

先行する工事があり，その工事の終了後，別工事を行
う事例である。
後から行う工事を受注した会社が現場に乗り込もうと
すると，先行する工事が遅れ，先行工事からの引き継
ぎが当初の予定より 2 ヶ月遅れる場合がある。この場
合，後に受注した会社の工期が足りなくなり，しわ寄
せが発生する。発注者はなぜ現場状況を把握せず，そ
の様な工期設定を行うのであろうか。

事例 3

公務員にかかわらず，組織には人事異動はつきもので
ある。しかし，監督官，係長，現場技術員すべてが同
時に異動する場合がある。この様な場合，請負者は，
新任担当者に現場特性を理解してもらうため多くの時
間を必要とする。また，前任者との間で決定した事項
の説明を初めから求められたり，最悪の場合，改めて
協議が発生する。同時異動を行わないか，長期間のしっ
かりとした引き継ぎを行ってもらわないと現場は大変
な苦労を強いられる。

5． 「官民の対等なパートナーシップ形成検討
会」の設置

この様な事象が発掘されたことにより，改めて，「官
民の対等なパートナーシップ検討会」が重要であると
認識し，6 月 9 日第 1 回「官民の対等なパートナーシッ
プ形成検討会」を行うに至った。会議のとりまとめは
長く時間をかけたくないことから 9 月末とした。記者
発表を記載する。
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6．おわりに

私は 3 回の準備会を終え，第 1 回の検討会を最後に
異動することとなったが，方向性を明確に示すことが
できたことは幸いである。本稿が掲載されるときには
すでに検討会がまとまっているかもしれない。その件
については，名古屋国道の対応に任せたいと考える。

建設業者は官の重要な「パートナー」である。「パー
トナー」の意見にはいつも謙虚に耳を傾けなければな
らない。一方，当然のことながら，公務員は国民の公
僕である。耳に「国民の常識というフィルター」をか
けて建設業者の意見を聞かなければならない。無茶を
聞く必要はない。かといって耳触りのいいことしか言
わない者だけをメンバーにするのもいけない。そうい
う点では，我田引水ではない，しっかり意見を持った
者がメンバーになっていると考えている。本件を進め
るに当たって，中部建設青年会議の有志の面々には心
から感謝申し上げる次第である。

なお，事務所のトップが，年 1，2 回建設業協会等
と意見交換するにとどまることなく，常に積極的に地
域の建設業の方々と意見交換し，自らを振り返ること
が全国に広がることを期待し寄稿する次第である。

参考に 22 年 3 月号の不調不落対策について，分か
りやすく取りまとめ直したので下記に記載する。

≪参考≫　「名古屋国道の不調不落対策」
1．はじめに
全国の地方整備局が発注する，工事の不調不落の状

況は平成 16 年度の 2.6% から平成 19 年度の 15.2％と 6

倍に増加している。工事種別別の発生件数で見ると，
維持修繕工事が多い。

不調不落は，多くの問題点を抱えている。具体的に
は，①発注者が工事を発注する理由は，適切な道路サー
ビスという行政サービスを実現するためであり，受注
者が決まらなければ，そのサービスを提供することが
できない。次に，②不調不落が発生すると，再発注を
検討するための負担や，再発注を進める手続きの負担
等新たな行政負担が発生する。また，③これらの手続
きに時間が必要なため，単年度予算の工事の工期が厳
しいものになり，再発注でたとえ受注者が現れても品
質の高い工事が行いにくい，そして④発注が遅れるこ
とから年度末に工事が集中し，路上工事問題に拍車を
かける。さらに，⑤予算執行が遅れ，経済効果も低下
させる。

2．名古屋国道事務所の不調不落
第 1 回でも書いたように，名国の管理する道路は圧

倒的に長く，また，交通量も多い。これらの道路を管
理するため，多くの維持修繕系の工事を発注する必要

ため，お互いが「対等なパートナー」として，業務上の課
題に対し意見交換，事例研究を行うことにより，改善策を
検討することとした。
　本検討会を進めることにより，発注の透明化，適正な競
争が一層促進されるとともに，効率的な事業が推進され，
低廉かつ良質な社会資本の提供に資するものと期待してい
る。

第 1 回の主な議事内容

（1）「官民の対等なパートナーシップ形成」検討会の設置
（2）メンバー

　　

中部地方整備局名古屋国道事務所 事務所長他
3 名

中部建設青年会議（㈱加藤建設 , 太啓
建設㈱ , 中部土木㈱ , 長坂建設興業㈱）

各社代表取
締役他 1 名

（3）スケジュール　本検討会は 9 月にとりまとめ
（4）議題については，当面下記を検討
　①�工期関係，②入札，積算，変更，協議関係，③そ

の他

図─ 1　不調・不落発生率（全地整）

図─ 2　工事種別々不調不落件数（全地整）
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があるが，平成 19 年度の不調不落の状況は，全国を
上回る惨憺たる状況であった（図─ 3 参照）。

特に，電気，機械を含む維持修繕系の不調不落の割
合は 5 割を超え，2 回に 1 度しか入札が成立しない状
況であった。これほど多くの不調不落が発生している
にもかかわらず，対策は，発注内容の見直しや直接工
事費の見積もりを導入する程度のものであった。

3．プロジェクトチームの立ち上げと機動的な対応
このため，この不調不落問題に焦点をあて，総合的

な不調不落対策を策定することが重要と考え，平成
20 年度早々に，所内にプロジェクトチームを立ち上
げ，対策に乗り出した。メンバーは所長，副所長，管
理 2 課長，防災情報課長の 4 人である。内部や外部と
の情報収集や意見交換を行いながら素早い行動を心が
け，施策の展開を機動的に行った。対策は大きく 4 段
階からなっている。第 1 弾は，素早い対策をとの考え
で平成 20 年 8 月に記者発表した。その頃には既に施
策の中心的存在となる官民の対等なパートナーシップ
を軸とした第 2 弾の構想を描きつつ関係者との意見交
換を積極的に行い第 2 弾の記者発表を平成 20 年 12 月
に行った。第 3 弾はこれらの対策にもかかわらず不調
が続いていた工事のために行ったものであり，現説の
復活である。第 4 弾は第 2 弾で行ったアンケート結果
等への対応や全体のフォローを行っている。これらを
時系列的にまとめたものを表─ 1 に記載する。

4．総合的な不調不落対策
前段の時系列的なまとめを，項目別に見ると，大き

く 4 つの対策にまとめることができる。

（1） 発注者と受注者の対等なパートナーシップの
形成

①請負者アンケート及びヒアリングの実施
発注者と受注者は対等でなければならない。しかし，

決定的に対等でないのは，工事終了後，発注者は工事
成績で受注者を評価する。しかし，受注者が発注者を
評価するということはない（強いて言えば，不調不落
が無言の評価かもしれない）。対等ならば，受注者が
発注者を評価しなければならない。これは，一見発注
者に厳しい結果をもたらすと考えられるが，レストラ
ンに行けばお客様アンケートというものがある。レス
トラン側は，この意見で改善を進め，良いサービスを
提供し，客は増えることになる。レストランにとって
はむしろ良いことである。同様に考えれば，受注者の
意見で発注者側の問題を認識させ，これを改善すれば，
組織も向上し，不調不落も減ると考えた。このため，
名国は受注者全てに対し，請負者アンケートを実施し，
常に受注者の意見が聞ける環境を整備した。アンケー
トの内容は，監督員の対応，契約図書，発注者の事務
手続き，工事完成後の感想などである。

なお，辛口のコメントの匿名性を確保するため，ア
ンケートの閲覧は所長と副所長のみとし，明記してい
る。ただし，職員の意識改革，仕事の仕方の改善が必
要なため，統計的にまとめたデータや意見は，対象職
員に周知し，職員を集めた説明会を行っている。
②施工実態を考慮した工事成績評定

維持関係の工事は細切れの工事が多く，新設工事よ
りも見栄えが劣るものが多い。この結果として，評価
が低くなる傾向があった。しかし，維持修繕工事は，

図─ 3　名古屋国道の不落不調（H19年度）

表─ 1　総合的不調不落体策の経過
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重交通の交通規制の中で工事を行う必要があり難易度
が高く，容易ではないのが実態だ。このため，現行制
度で可能な対策として，評価の際，維持修繕に馴染み
にくかった項目に換えて維持修繕工事に馴染みやすい
項目を追加するなど改善し，維持修繕の実態を的確に
評価できるものとした。
③設計変更時の手続きの改善

受注後，工事の変更は，発注者の指示で行われる。
指示といった瞬間，対等性は失われるであろう。そし
て，受注者は，変更金額も分からない。彼らとしては，

「当初発注された内容だからあの金額（当初入札額）
で受注したのに，違う仕事を同じ落札率で行えと言わ
れても････」という思いがあるのだと思う。このため，
対等な立場で変更の協議を行うこととし，協議成立後，
指示を行う形に改めた。この様な内容を局と相談する
中で，中部地整全体の施策となり，概算金額も提示す
ることとなった。
④日常的なコミュニケーションの実施

アンケートの実施にともない様々な辛口の意見が出
てきたが，その中に，発注者とのコミュニケーション
がなかなか取れないというものがあった。具体的には
主任監督員とのコミュニケーションが取りにくいとい
うものである。このため，週に 1 度行われる受注者と
の打合せには必ず出席し，何か問題がないか意見交換
を行うこと，現場にできるだけ出向き，現場での意見
や問題点をいち早く把握することとした。

（2）受注者のリスクの軽減（施工条件の明確化）
工事受注にリスクは付きものである。そして，一般

に，維持修繕工事は新設工事に比べリスクが大きい。
これは，既に供用している道路上で工事を行うことが
多く，重交通の中での工事であり制約が多いこと，ま
た，関係者との協議，住民対応，道路埋設物の不透明
さや設計条件の変更等により，当初と異なる施工や行
程，新規項目の追加などリスクがあるからである。

過度に業者にリスクを負わせると不調不落の原因と
なる。このため，官と民の適切なリスク分担，リスク
管理が重要である。
①工事中のリスク発生の抑制

工事中の変更はできるだけ少なくすることが基本で
ある。このため，詳細設計等の精度を高めること，関
係者事前協議はできるだけ工事着手前に終わらせるこ
とが重要である。また，コンサル成果がいつも大きく
変更になるものについては過去の実績を大切にした。
②起きたリスクに対する官の適切な処理

関係者協議にともなう行程や工法の変更は，請負者

の責はないため，官が分担する必要がある。例えば，
交差点付近の舗装は，関係者協議で分割施工の仕方が
変わることがある。この場合，日当たり施工量を事前
に明示し，積算方法に注意しておかないと，たとえ変
更対象としても，積算が実態にそぐわないものになる
ことが多い。事前の積算方法の確認が必要である。
③リスクの事前提示

これらの対策を行っても，どのようにリスクが低減
されているか事前に示されていないと競争の平等性が
担保されない。このため，全ての積算方法を明示する
とともに，現場条件の関係で標準的な施工法の実施が
馴染まないと思われる場合は，現場条件を適切に反映
した工法を明示した。関係者協議の進捗は，現場を見
ても分からないことから，公告段階で進捗状況を示す
こととした。
④現場説明の再開

現場説明は，指名競争から一般競争への移行で，入
札参加資料に置き換えられ，事実上実施されてこな
かった。しかし，資料のみに頼ったことが不調不落の
原因となっている可能性に着目し，現説を再開するこ
ととした。このため，公告文に現説を行う旨を記述し
た。過去の現説に対する批判に配慮し，説明は 1 社毎，
前後で企業同士が顔を合わさないよう空白時間を作っ
た。この方式は，効果が高いものの発注者側の負担も
大きいため，Web ダウンロードで説明を見られる方
式も試行した。

（3）多様な発注方式の活用
①一歩進んだ早期発注

19 年度の不調不落の発生状況を分析してみると，
年度当初より，年度後半に発生する傾向が多いことが
見受けられた。これは，年度当初は，専任できる技術
者が多くいるが，年度後半は専任できる技術者が限ら
れている中で，箇所数が多く面倒な名国の工事を避け
たがる傾向があるのではないかと言うことが想像され
る。このため，路上工事対策にも記述した四半期ベー
ス（実際は，それ以上の月管理）の早期発注を実践した。

表─ 2　リスクの軽減方法の例 
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②技術者の効率的活用
年度末に発注する工事の場合，3 月契約の工事でも

配置予定技術者の専任が 4 月からで良いものは，「専
任開始は 4 月××日からとする」と公告文に明記し，
3 月末まで別工事で専任している者の応募も可能とし
た。また，電線共同溝のように，工事発注後しばらく
は占用企業者との工事調整のみで本体工事が動かない
場合，管理技術者制度運用マニュアルの当面の弾力的
運用として，その間の配置予定技術者は，本体工事の
配置予定技術者と異なることを容認し，入札時の技術
評価も本体工事の配置予定技術者のみで行うこととし
た。
③工事における修正設計の実施

現地に合わせた工事変更があった場合，請負業者に
修正設計を行ってもらうことがある。従来，この修正
変更図書の作成費用は，曖昧で変更対象としていない
ことがあったが，今回，変更対象に位置づけた。
④工事国債の活用

維持関係工事は 1 年 365 日必要なものがあり，この
場合，単年度工事では 4 月 1 日契約，翌年 3 月 31 日
工期となるが，国債を活用すると 10 月 1 日契約翌年
9 月 31 日工期の様な契約の多様化が図られる。この
ため，維持工事においても国債による複数年度にまた
がる契約を行うこととした。
⑤公告の工夫

橋梁工事の護岸工事を得意とするのは，河川工事を
得意とする者であることがある。この場合，公告の名
称が「××橋梁工事」であったり，公告場所が名国で
あったりすると，この工事を得意とする者が公告を見
ない恐れがあることから，工事名を「××川護岸工事

（国道××号××橋）」としたり，近隣の直轄河川事務
所や県土木事務所に公告文を掲示してもらうよう依頼
した。

（4）広報の徹底
これらの対策を実施しても，多くの者にこの事実を

知っていただけなければ入札の参加者は増えない。こ
のため，記者発表，説明会，様々な関係者との会議の
中でこの事実の広報に努めた。

特に，記者発表は，一般紙に掲載されることを目標
とし，タイトルを本稿と同じ「入札参加者ゼロの解消
を目指します」とした。結果は，日経，読売，中日新
聞の 3 紙に掲載され，日経は 184 行の掲載となった。

5．対策効果
平成 20 年度は年度途中から対策を行ったため，比

較しにくい点がある。このため，同一工事が再度不調
不落になるダブリをなくしたものが図─ 4 であり，図
─ 3 の数字と異なる点に注意していただきたい。対
策効果は見事に現れた。

名国の不調不落対策（項目のまとめ）
1．発注者と受注者の対等なパートナーシップの形成

（1）請負者アンケート及びヒアリングの実施
（2）施工実態を考慮した工事成績評定
（3）設計変更時の手続きの改善
（4）請負者との日常的なコミュニケーションの実施

2．官と民のリスクの適正な分担
（1）工事中のリスク発生の抑制
（2）発生したリスクの適切な管理
（3）リスクの事前提示
（4）現場説明の再開

3．多様な発注方式の活用
（1）一歩進んだ早期発注
（2）管理技術者等の効率的配置
（3）工事における修正設計の実施
（4）工事国債の活用
（5）公告の工夫

4．広報の徹底
（1）適切な記者発表の実施
（2）説明会の開催
（3）関係者会議での積極的広報

�

図─ 4　名国の不調不落（ダブリなし）
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